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論 文 内 容 の 要 旨 
論文の目的 
 本論文は、従来の日中戦争史の研究において、さらなる検証の余地が残されていた
1931 年の満州事変から 1937 年の盧溝橋事件までの時期に生じた華北問題の展開に焦
点をあて、日中全面戦争へと拡大する政治過程の解明を試みたものである。そのための
史料として、日本、中国、および台湾のそれぞれの文書館が保存する史料や、個人の記
録を突き合わせることで、華北問題をめぐる日中両国の対応の間に見られた齟齬が、両
者を全面戦争へと押し進める上で核心的な役割を果たしたことを確認していく。こうし
た検証に基づき、本論文は結論として、回避が可能であったかもしれない日中戦争が、
結果的に拡大した経緯についての再評価を加える。日中戦争史の先行研究が、重要であ
るとしながらも十分な検証を行えてこなかった華北問題をめぐり、日中間の交渉に焦点
を当てた多角的な史料分析を行うことに独自性があり、日中戦争史研究において残され
てきた議論の空白部分を補完する、新たな学術的貢献となることを目的としている。 
 
論文の構成 
序章  なぜ華北問題なのか 
第一章  満州事変と華北問題の形成（1931-33）   
第二章  黄郛と華北問題の展開（1933-34）   
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第三章  危機の頂点に立つ華北政局（1935）  
第四章  国交調整の交渉と華北問題の具体化（1936-37）  
第五章  盧溝橋事件の勃発と華北問題の破綻   
終章  華北問題の解決から日中全面戦争へ 
 
論文の概要 
本論文は、序章において先行研究に基づき論文の意義を確認した上で、続く 5 章にわ
たり華北問題の展開を時系列で分析することを通して、終章で示す結論を導いている。 
第一章では満州事変の前後から「塘沽停戦協定」の締結までの時期を通して、華北問
題の形成過程が提示される。南京国民政府が成立した直後に発生した済南事件は、蔣介
石に対日不信感をもたらしたのみならず、日本が華北への関与に積極的であると認識さ
せた。日本はソ連の進出に備えた緩衝地帯として華北への影響力拡大を視野に入れてい
たが、それが現実化するのは「満州国」創出以降である。関東軍は「満州国」の国境線
を長城線と宣言し、華北地域は日中双方が影響力を行使する中間地帯となった。こうし
た対立の中、中国側で蔣・汪合作政権が復活したことで、日中間では華北をめぐる妥協
点を模索する外交が展開されることとなる。 
第二章では黄郛の活動を中心とし、塘沽協定の締結過程から 1935 年 1 月に彼が南下
するまでの時期に焦点に当てて、華北問題に絡んだ善後交渉の経緯が分析される。華北
に自ら親日政権の樹立を目指した関東軍であったが、華北政権としての強い権限と親日
的な姿勢を併せ持つ黄郛を「第三勢力」とみなし、「満州国」の承認や境界線などの問
題で圧力をかけ、最終的には停戦協定の取り消しを要望した。関東軍側は、このように
華北を日本側に都合の良い緩衝地域へと作り変えようとしていた。他方、黄郛は自らの
政治的な指導力に加え、国民政府と日本側双方から支持を得ている立場を利用して、現
地の長官に強く臨んだ。塘沽協定をめぐる善後交渉を通して、黄郛の下で華北政局は陥
落寸前から平静状態を保つまで回復した。関東軍側に「第三勢力」としてしか承認され
なかった黄郛が、関東軍、南京、現地長官の三者の影響を受ける華北政局の均衡を維持
するためには、強い政治力を発揮できることが重要であった。ところが、力を失った黄
郛が職を離れ南下したことで、華北問題をめぐる日中双方の矛盾は解消されるのではな
く、むしろ懸案が蓄積することになった。 
第三章では、1935 年の華北政局を 1935 年 1 月から 6 月の河北事件の鎮静まで、1935
年 6 月から 9 月の多田声明発表まで、そして自治運動の展開と「広田三原則」をめぐる
交渉の時期という三段階に分けて分析している。第一段階では、黄郛の下野後、南京政
府が行政院と外交部を通して関東軍に対応し、日本外務省との交渉により華北の問題を
打開しようとしたが、華北の現地軍は中央政権の介入を容認しなかった。河北事件がこ
の華北政局の膠着状態を打破し、事件後の梅津・何応欽「協定」により中国側は河北省
主権を喪失するという深刻な事態に直面した。第二段階では、河北事件の処理を通じ華
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北問題に関して中央長官が力を持たないことを理解した日本軍側が、華北の各将領と頻
繁に接触し、華北自治運動を引き起こす経緯を分析する。同時に、日中双方の中央政府
が、華北問題を土台として関係回復を試みた経緯が史料に基づき提示される。第三段階
では、中国政府が自治運動の阻止に失敗する一方で、「広田三原則」により軍と外務省
の提携が可能になった日本側は、南京中央に華北 5 省の自治の承認を迫り、妥協点とし
て冀察政権が成立した経緯が示される。華北問題が華北地方を越え、国家レベルの外交
にも影響を与え、華北の政治状態そのものが日中関係を大きく左右する重要性を帯びる
ようになったことが指摘される。 
第四章では、国交調整の中で華北問題がどのように交渉され、展開してきたのかが考
察される。1936 年春頃に、日本陸軍中央は華北問題に関して南京政権を交渉相手とし
ない立場から、むしろ同政権を組み入れ、誘導していく立場へと大きく転換し、2・26
事件による日本政局の変動もそれほど大きな影響を及ぼさなかった。国交調整の中で、
蔣介石は共同防共を日中双方の共通点として一歩踏み出すことで対日譲歩を示したが、
日本側はソ連に対する軍事同盟、華北防共、そして中国全土対象の一般防共といった三
つの要求を出し、妥協は難しかった。日中双方が外交的目的を達成できないまま、日中
関係は華北問題をめぐる岐路に直面した。中国側は国際連盟の枠内で極東秩序が調和さ
れることを欧州諸国に望み、日本側は対ソ防衛を重視し、イギリス以外の欧州諸国の東
アジア情勢への関与を退けた。そうした日中が、盧溝橋事件の発生により最後の交渉機
会を手にすることになった展開が論じられる。 
第五章では、盧溝橋事件の処理に関して日中両国の現地及び中央で行われた交渉の内
容が精査され、交渉の中心が華北問題の解決にあったことが検証される。現地では、盧
溝橋事件の処理をめぐり、天津軍が中央の増援と出兵を求め、宋哲元らは冀察内部の意
見の分断を抑えて天津軍の要求を呑みながらも、南京政府には現地協定の内容について
即座には報告しなかった。日本中央は「不拡大」と「現地解決」との二大方針で対応し、
華北問題の解決を政策の射程としていた。中国側は「応戦」という強気の姿勢を取った
が、それは実は戦争回避を狙った策であった。蔣介石は、先行して結ばれた華北現地の
協定を譲歩により承認する意志であったが、廊坊事件、広安門事件と続けて生じた事件
により、そうした妥協の姿勢は無に帰すことになった。 
日中双方の中央は、不拡大方針を大前提としながらも、戦争を回避できなかった。本
論文は、その最も大きな原因として、華北問題をめぐり双方ともに真に譲歩と呼べる提
案が示せなかった点を指摘する。全面戦争に突入する前の、最後の交渉機会である盧溝
橋事件の処理においても、妥協案の提示により交渉を妥結する展開とはならず、両国関
係は長期の戦争状態へと転じることとなった。 
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論 文 審 査 結 果 の 要 旨 
本論文は、日中開戦をめぐる先行研究において重要性が指摘されながらも、史料の制
約などにより十分に検討が進んでいなかった華北問題の展開に対し、多角的な史料の分
析に基づいた知見を提示しようとした点で新規性を持つ。 
本論文では、対象となる時期の日中双方の史料を、両政府の公文書から主要アクター
の手記にわたるまで詳細に突き合わせることで、両国の政治的、軍事的な主要アクター
の意思決定の根拠となった事実関係を綜合的に解明し、それらの相互対応関係を綿密に
分析するという手法が用いられた。 
中国の中央と現地、日本の中央と現地、さらに日本の政軍関係や陸海軍間の差異など、
複数のアクターの認識の相違や変化を、史料を突き合わせる作業を通して描き出してい
る。特に、客観的事実の対応関係のみでは合理的に描き出せないアクターの判断を、そ
の内面で生じた葛藤や変化を通して描出した点は、申請者が本研究の開始当初から重視
してきた「人」という要素への問題意識を反映したもので、独自性を持つ切り口となっ
ている。また、英米の公文書を一次史料として利用することで、対象となった日中間の
事案が、国際的な文脈でどのような意味を持っていたかという視点をも提示している。 
以上の分析を通して、本論文は華北問題をめぐる日中双方の認識の変化の実態を追い、
日中の全面戦争への道は直線的なものではなく、双方が妥協の機会を手にしながらも、
それを活かせなかった結果であることを結論として導き出した。 
 日本、中国、台湾の文書館の史料に立脚した真摯な分析作業に基づく論の展開ではあ
るものの、論文での用語定義と論の構成において以下の点が指摘できる。 
 まず、本論文の中核である「華北問題」が、当時の「満蒙問題」の捉え方を援用しな
がら、「華北の政局ないし支配を如何なる状態に置くべきか、という議論」と独自に定
義される。従来用いられてきた日本側の「華北事変」および中国側の「華北危局」と異
なり、より広範な展開を含めるとの説明であるが、それに留まるのではなく、華北問題
の具体的な内容について説得的な根拠を伴って示すことが望まれる。 
 構成においては、華北問題に焦点を絞って独自の視点を展開しようとしたため、「易
幟」「幣制改革」「綏遠事件」「西安事件」のような中国史上の重要な出来事が詳しくは
論じられていない。逆に、華北問題をめぐる中核的な議論では、多様な側面を盛り込も
うとせず、分析をさらに掘り下げることによって、華北問題が持ったインパクトを浮き
彫りにできたのではないかと思われる。 
 ただし、これらの指摘は本論文の価値を損ねるものではなく、今後の研究の展開の中
で新たな視角や史料を加えることで、さらに取り組むべき課題であることが口頭試問に
おいて確認された。 
 
